
重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記 

 

 

１ 継続事業の前提に関する事項 

  該当事項なし。 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 

② その他の有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの・・・時価法（評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産及び無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

（２） リース資産 

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

自己所有の固定資産に適用する減価償却の方法と同一の方法による。 

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法による。 

 

４ 引当金の計上基準 

（１） 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

している。また、奨学金について、将来の奨学金の返還免除による費用の発生に

備えるため、返還免除の実積率により回収不能見込額を計上している。 

（２） 賞与引当金 

職員に対して支給する賞与の支給に備えるため、支出見込額に基づき当年度に帰

属する額を計上している。 

（３） 退職給付引当金 

役職員の退職給与に備えるため、当年度末における退職給付債務に基づき計上し

ている。 



①  退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっている。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、各年度の発生時における役職員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（8 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌年度

から費用処理をしている。 

（４） 本部移転費用引当金 

本部施設の移転に伴い、今後発生が見込まれる原状回復費用等を見積り計上して

いる。 

（５） 固定資産撤去引当金 

病院の移転に伴い、病院跡地残留物の撤去等により、今後発生が見込まれる原状

回復費用等を見積り計上している。 

 

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。ただし、資産に係

る控除対象外消費税等は長期前払費用に計上し、5 年間で均等償却を行っている。 

 

６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項 

（１） 補助金等の会計処理方法 

固定資産等を購入する目的で受けとった補助金について、圧縮記帳を行わず、一

括して収益として計上している。 

 

７ 重要な会計方針を変更した旨等 

  該当事項なし。 

 

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関す

る事項 

  重要性が乏しいため、記載を省略している。 

 

９ 担保に供されている資産に関する事項 

  該当事項なし。 

 

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項 

（１）法人である関係事業者 

  重要性が乏しいため、記載を省略している。 



（２）個人である関係事業者 

該当事項なし。 

 

１１ 重要な偶発債務に関する事項 

   該当事項なし。 

 

１２ 重要な後発事象に関する事項 

   該当事項なし。 

 

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項 

（１） 資産の金額から直接控除した貸倒引当金に関する注記 

貸倒引当金の金額に重要性が乏しいため、記載を省略している。 

（２） 有形固定資産の減価償却累計額 28,533,089 千円 

（３） 満期保有目的の債券に重要性がある場合の内訳並びに帳簿価格、時価及び評

価損益 

保有する満期保有目的の債券の重要性が乏しいため、記載を省略している。 

（４） 原則法を採用した場合の退職給付引当金の計算の前提とした退職給付債務等

の内容 

① 採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役職員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付退職金制度

である退職一時金制度、及び、確定拠出年金制度を採用している。退職一時

金制度は、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給している。 

② 確定給付制度 

ア 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

退職給付債務の期首残高            10,895,244 千円 

勤務費用              1,243,126 千円 

利息費用               77,110 千円 

数理計算上の差異の発生額       33,362 千円 

退職給付の支払額              △1,083,481 千円 

退職給付債務の期末残高       11,165,362 千円 

 

イ 退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調

整表 

非積立型制度の退職給付債務     11,165,362 千円 

未積立退職給付債務        11,165,362 千円 

未認識の数理計算上の差異           202,517 千円 



貸借対照表に計上された負債の純額  11,367,880 千円 

 

退職給付引当金          11,367,880 千円 

貸借対照表に計上された負債の純額 11,367,880 千円 

 

ウ 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

勤務費用            1,243,126 千円 

利息費用              77,110 千円 

数理計算上の差異の費用処理額     △16,307 千円 

確定給付制度に係る退職給付費用 1,303,930 千円 

 

エ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

割引率              0.8％ 

③ 確定拠出制度 

当年度の確定拠出制度への要拠出額      671,695 千円 

 

（５） 補助金等の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額 

（単位：千円） 

内訳 交付者 補助金等の金額 

大阪府新型コロナウイルス感染症患者等入院

病床確保緊急支援事業費補助金 

大阪府 399,209 

大阪府総合周産期母子医療センター運営事業

補助金 

大阪府 137,145 

大阪府医療機関等物価高騰対策一時支援金 大阪府 43,070 

高槻北地域包括支援センター運営委託料 高槻市 39,000 

つくも地域包括支援センター事業委託料 吹田市 28,292 

兵庫県新型コロナウイルス感染症重点医療機

関体制整備事業補助金 

兵庫県 26,772 

大阪府臨床研修費等補助金(医師) 大阪府 24,739 

兵庫県医療機関等原油価格･物価高騰対策一時

支援金 

兵庫県 23,228 

兵庫県周産期母子医療センター運営費補助事

業補助金 

兵庫県 16,990 

大阪府救急搬送患者受入促進事業補助金 大阪府 16,200 

その他  183,710 

合計 938,356 



なお、固定資産等を購入する目的で受け取った補助金について、圧縮記帳を

行っていない。 

 


